改 正 前
様式第６号（第４条、第８条、第１１条、第１２条関係）
様式第７号（第４条関係）
	実務に関する証明書

	本籍
	        　都・道・府・県
	氏　名
（旧　姓）
（通称名）
	







	生年月日
	年　　月　　日生
	
	

	ア　在職期間
	職名
	期間
	期間計
	実労働時間
	勤務成績※１

	
	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	年　　月　　日
	　　　時間
	

	
	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	　　　時間
	

	
	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	年　　月　　日
	　　　時間
	

	イ　上記期間のうち実際に勤務しなかった期間及び事由
	期間※２
	期間計
	事由

	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	
	自　　　　年　　月　　日
至　　　　年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	＊アの期間の合計－イの期間の合計※３

	施設名※４
	
	電話番号
	

	所在地
	
	認可等年月日※５
	　　　　年　　月　　日

	　上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　実務証明責任者※６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	※１　勤務成績欄については、「良好」又は「不可」で判定してください。
※２　イの期間については、病気休職・育児休業など休職等期間を記載してください。この期間については、教育職員免許法附則第18項に規定する最低在職年数として認められません。
※３　＊印の欄は、記入しないでください。
※４　認定こども園の場合は、構成するそれぞれの施設の名称について、全て記載してください。
※５　認可外保育施設の場合は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付年月日を記入してください。公立幼稚園の場合は、設置年月日を記入してください。
※６　当該施設の設置者となります。
注１　　特例の対象として認められる勤務期間等（３年かつ4,320時間以上）について、複数の施設における勤務期間等を合算する場合は、それぞれの施設ごとに実務に関する証明書が必要になります。
注２　　旧姓及び通称名の記載は任意です。



